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のみ締結し，2010 年まで第三国と FTA を締結することがな













考えられる理由の 1 つは，香港が中国との CEPA で十分な利益が得られ
たことである。香港ではそもそも FTA への関心が低かったが，CEPA から



























中国本土との CEPA 交渉以前の香港政府は WTO での貿易交渉の進展や
香港自身が自由貿易政策を維持することが重要であると考えていた。そし
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て，香港は APEC に加盟していたが，APEC では開かれた地域主義が謳わ
れているため，APEC への加盟と WTO におけるグローバルな自由貿易の
推進の間に矛盾はなかった。
とはいえ，東アジア諸国による二国間 FTA 締結の動きや ASEAN+3 に
よる多国間 FTA あるいは東アジア地域枠組の形成に対して，香港のなか
でまったく関心がなかったわけでもない。たとえば，中国銀行香港分行





FTA を締結する意義を見出しにくいことの 2 つを挙げた（中國銀行香港















































，2001 年 4 月のクラーク首相による香港訪問において FTA















香港とニュージーランドの FTA が中断された 2002 年は，ちょうど台湾の
陳水扁総統が「一辺一国」発言を行った時期であった。台湾とニュージー
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ランドの FTA 交渉も，この時期に本格化するはずであったが，進展をみ







中国本土との CEPA は香港が締結した初めての FTA である。CEPA の締








，2000 年 1 月にその影響と
対策について業界ごとに検討し，報告書をまとめた。そのなかで，中国の








国の間における FTA 類似構想を提起した（香港総商会 [2000：12-13]）。
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た。香港行政長官は任期を 1 期 5 年とし，1 回のみ再選が可能とされてい
る（香港基本法第 46 条）。董建華行政長官は 1997 年 7 月に就任し，2002


































えていた。中国が WTO 加盟議定書で行った譲許では，2003 年からサービ





第 1 回交渉は 2002 年 1 月 25 日に，香港の梁錦松財政司長と中国の安民
対外貿易経済合作部副部長の間で行われた。その場で，FTA 類似構想の正
式名称を「内地と香港における経済貿易緊密化取決」（Mainland/HK Closer 
Economic Partnership Arrangement: CEPA）とすることが決められた
(14)
。続
く第 2 回交渉は 2002 年 3 月 27 日に行われたが，具体的な成果は発表され
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ず，第 3 回交渉が 5 月末に行われる予定であることのみ発表された
(15)
。第
3 回交渉は 2 度にわたり延期された
(16)





2003 年 6 月 29 日に CEPA の本文が調印されたものの，これは具体的な
譲許を含んでいなかった。実際は交渉が妥結していなかったが，香港返還
記念日（7 月 1 日）と温家宝首相の香港訪問に合わせて調印式典を行うた
めの苦肉の策であった。物品貿易での関税率や原産地規則，サービス分野
での開放分野や香港企業の認定基準などの具体的な内容は，2003 年 9 月
29 日に調印された付属文書の調印を待たなければならなかった。そして，
本文と付属文書は 2004 年 1 月 1 日に発効したが，これは香港総商会によ
る当初の期待に比べ 1 年遅いものであった。また，この時点では CEPA は
WTO が求める FTA の水準に至っておらず，香港総商会など香港の財界に
とっても不十分なものであった。
そのため，香港政府と中国政府は引き続き交渉を行い，ステップバイス
テップで CEPA の改善に取り組んだ（表 1 参照）。その後，「補充協議」（補
足文書）が締結された。こうした CEPA の合意文書とそれぞれの発効に
よって，CEPA は段階が区切られている。CEPA 本文と付属文書の発効後
（2004 年 1 月 1 日）から第 1 次「補充協議」の発効前まで 1 年間の時期は，
CEPA 第 1 段階（以下，CEPA Ⅰ）とされる。第 1 次「補充協議」は 2004
年 10 月に締結され，その発効（2005 年 1 月 1 日）から第 2 次「補充協議」
の発効前までの 1 年間が，CEPA 第 2 段階（以下，CEPA Ⅱ）とされる。
同じく，第 2 次「補充協議」の発効（2006 年 1 月）から第 3 次「補充協議」
の発効前までの 1 年間が，CEPA 第 3 段階（CEPA Ⅲ）とされる。
CEPA Ⅰでは物品貿易についてみると，関税免除の申請対象が香港の対








いずれにせよ，CEPA Ⅰでは，事実上 FTA の早期実施が行われたにす
ぎなかった。香港から中国本土への地場輸出（中継貿易を含まない）の
90％を占める品目が関税免除の申請可能対象となったのは，CEPA Ⅱ以降
である。ポジティブリストが撤廃されたのは CEPA Ⅲ以降である（第 2 次
???? 2003? 6? 29????2004? 1? 1???
総則（第 1 章）：一国家二制度と WTO 規則の遵守（第 2 条）。
中国本土を市場経済と認知（第 4 条）。
財の貿易（第 2 章）：関税免除（第 5 条），数量制限の撤廃（第 6 条）。AD（第 7 条）
補助金対抗処置（第 8 条）の不発動，緊急時の CEPA 臨時停止（第
9 条）。
原産地規則（第 3 章）：詳細は付属文書 2 および 3 に規定（第 10 条のみ）。
サービス貿易（第 4 章）：市場アクセス（第 11 条），サービス供給者について（第 12 条），
金融協力（第 13 条），旅行協力（第 14 条），資格相互認証（第
15 条）。
貿易投資促進処置（第 5 章）：詳細は付属文書 6 に規定（第 16 条および第 17 条）。
その他（第 6 章）：連合指導委員会の設置（第 19 条），雑則など。







???????CEPA?? 2004? 10? 27????2005? 1? 1???
財の貿易：関税免除リストに 713 品目を追加。
うち香港で生産実績のあるものが 529 品目，ないものが 184 品目。
サービス貿易：優遇リストに 8 分野を新規掲載。11 分野に優遇政策を追加。




? 1　中国・香港 CEPA が FTA の条件を満たすまでの締結文書とその内容
（出所）竹内 [2007a: 165]。
（注）CEPA Ⅲの後，「補充協議」は毎年取り交わされている。2010 年 10 月現在，2010 年 5 月
に取り交わされた第 7 次「補充協議」（CEPA Ⅷ）が最新である。
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11 月時点で CEPA の認定を受けた企業のうち中国本土での営業にこぎ着
けたのは 200 社にすぎないこと（Hong Kong General Chamber of Commerce 
[2004:1]）や中国民用航空総局が航空運輸の補助業務や旅行代理店での航
空券発券業務に関する許認可を渋ったこと（Hong Kong General Chamber 








































こうした問題が顕在化するのを防ぐため，CEPA（本文）第 2 条は 5 つ
の原則の 1 つとして，一国家二制度の方針を遵守することを掲げた。通常
の FTA（自由貿易協定）は国際間の条約であり，略称の A は協定（Agreement）
を意味する。しかし，中国政府は CEPA が一国家内部の関税領域の間に
おける取決であり，国家の間における FTA とは異なると主張した。また，











港は WTO メンバーであるため，WTO 事務局に対する通報を怠ることが
できない。実際に CEPA は 2003 年 12 月に，1947 年 GATT 第 24 条および
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GATS 第 5 条にもとづく FTA として WTO 事務局に通報された
(21)
。このよ
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を掲げた。その背景には，中国本土の発展により，香港が経済的な優位を






際に香港が周辺化する可能性を否定したが，5 月 18 日の立法会における
答弁のなかで，中国の第 11 次 5 カ年計画に対する香港の関与と対応を検
討するため内外の識者を集めた「経済サミット」（中国語では「經濟高峰會」）
を 2006 年 9 月に開催すると述べた
(25)
。




































月設置）と駐広東省経済貿易弁事処（2002 年 7 月設置）が従来から存在
していた。そのうち，駐広東省経済貿易弁事処の管轄は当初，広東省だけ


















経済貿易弁事処を管轄していた。しかし，2006 年 4 月 1 日以降，政制事
務局のなかに内地事務連絡弁公室が新設され，同室がこれらの機関をすべ























しかし，2008 年半ば以降，香港政府は東アジア地域主義や FTA への関
心を徐々に示し始めた。2008 年 7 月 3 日の策略発展委員会
(35)
では，その
事務局である中央政策組が ASEAN・中国 FTA に焦点を当てた資料を提出
した。このなかで，香港企業の生産拠点が中国本土にあることから，同
FTA の影響を大きくないと見積もる一方，マイナスの影響も否定できな
いと指摘した（中央政策組 [2008a：14]）。11 月 6 日の発展策略委員会では，












このうち 1 件（一國兩制研究中心 [2009]）は大メコンサブリージョン経済
協力への対応を検討し，2 件（The University of Hong Kong [2009], The East 










主義への参加について検討を始めたのも，2008 年 5 月の馬英九総統の就
任の直後であった。
このことは，香港と第三国の CEP 交渉に関する動きからも確認できる。
とくにニュージーランドとの FTA 交渉は中断された時期が，2002 年の台
湾の陳水扁政権と中国との関係悪化と重なる。また，交渉再開は 2009 年




さらに，同年 11 月 13 日に曽蔭権行政長官とニュージーランドのジョン・




年 3 月 19 日に改めて行われた
(40)
。2009 年 11 月時点では，台湾と中国に
よる ECFA は水面下での協議が行われていたものの，未だ正式な交渉開始
は合意されていなかった。ECFA 交渉の開始に合意されたのは 2009 年 12
月，実際の公式な交渉開始が 2010 年 1 月であった。香港とニュージーラ
ンドの CEP 調印は，ECFA の進展を待っていたようにみえる。










参加を 2009 年 12 月に果たした
(44)
























かの要因が考えられる。第 1 に，香港は CEPA において大きな利益が得ら
れたことである。中国は CEPA において，一方的に譲許を与え続けた。さ




た董建華行政長官は，ともに CEPA を含む FTA 締結に慎重であったこと
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